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情推第99号 

令和７年度岡山県公立学校学習用端末共同調達支援業務委託に係る 

公募型プロポーザルの公告 

 

 

令和７年６月27日  

 

岡山県知事 伊原木 隆太 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条第１項の規定による随意契約の方法により

契約を締結するため、次のとおり提案（公募型プロポーザル）を募集する。 

 

１ 委託する業務 

（１）業務名 

令和７年度岡山県公立学校学習用端末共同調達支援業務委託 

（２）業務内容 

業務委託仕様書のとおり 

（３）契約期間 

契約締結日から令和８年３月31日（火）まで 

（４）契約限度額 

   10,560,000円以内（消費税及び地方消費税相当額を含む。） 

（５）履行場所 

   受託者作業場所及び岡山県教育委員会の指定する場所 

 

２ 参加資格 

本プロポーザルに参加しようとする事業者は、次に掲げる要件の全てを満たしていること。 

（１）地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の４の規定に該当する者でないこと。 

（２）会社更生法（平成 14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又

は民事再生法（平成 11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（更

生手続開始の決定又は再生手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと。 

（３）岡山県役務の提供の契約に係る入札参加資格者名簿（以下「入札参加資格者名簿」とい

う。）に登載されている者であること。 

（４）入札参加資格者名簿の業務種目の大分類が「８：情報・通信サービス」，格付区分がＡで

あること。 

（５）岡山県から役務の提供の契約に係る入札参加除外の措置を受けている者でないこと。 

（６）岡山県物品の売買、修理等及び役務の提供の契約に係る入札参加資格審査要領（平成 19年

岡山県告示第 332号）に基づく入札参加の停止の措置を受けている者でないこと。 

（７）岡山県建設工事等暴力団対策会議運営要領（昭和 63年２月１日制定）に基づく指名除外の

措置を受けている者でないこと。 

（８）コンソーシアムの各構成員は、同一業務について２以上のコンソーシアムを構成できない
ものとする。 
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３ 業務契約に関する事務を担当する課室の名称等 

岡山県教育庁高校教育課教育情報化推進室 

〒７００－８５７０ 岡山市北区内山下二丁目４番６号 

電 話（０８６）２２６－７８２６ 

Ｅｍａｉｌ：kyoikujoho@pref.okayama.lg.jp 

 

４ 規約条項を示す場所 

上記３の場所とする。 

 

５ プロポーザル参加手続等 

このプロポーザルに参加を希望する者は、プロポーザル参加資格確認申請書（様式第２－１

号又は２－２号）を次のとおり提出しなければならない。 

また、参加者は、提出した書類等について上記３の契約担当者から説明を求められた場合に

は、それに応じなければならない。 

 

（１）提案説明書、仕様書等の配付期間及び場所 

①配布期間 

令和７年６月27日（金）から令和７年７月７日（月）まで（閉庁日を除く。）の 

午前９時から午後５時まで。 

②配布場所 

上記３の場所に同じ。なお、岡山県教育庁高校教育課教育情報化推進室ホームページ

（https://www.pref.okayama.jp/soshiki/349/）からダウンロードできる。 

 

（２）プロポーザル参加資格確認申請書の提出期間、場所及び方法 

①提出期間 

令和７年６月27日（金）から令和７年７月７日（月）まで（閉庁日を除く。）の 

午前９時から午後５時まで。 

②提出書類 

・プロポーザル参加資格確認申請書（様式第２－１又は２－２号） 

・法人に関する調書（様式第３号）※１ 

・コンソーシアム協定書の写し（任意様式）※２ 

・コンソーシアムの結成について権限を有する者の委任状（任意様式）※２ 

※１：コンソーシアムの場合は、構成員ごとに提出 

※２：コンソーシアムの場合のみ提出 

③提出場所  

上記３に同じ。 

④提出方法  

上記５（２）②の提出書類をPDFファイルで、下記⑤に記載の電子メールアドレスに送付す

ること。また、送信後には、到着したことを電話で上記３に確認すること。なお、メール

の件名は「【参加申込】Ｒ７共同調達支援業務委託_提出日_会社名」とすること。 

⑤送付先 

岡山県教育庁高校教育課教育情報化推進室 

Ｅｍａｉｌ：kyoikujoho@pref.okayama.lg.jp 

⑥参加表明手続後、都合によりプレゼンテーション等の参加を辞退する場合は、参加辞退届

（様式第５号）をPDFファイルで上記⑤に記載の電子メールアドレスに送付すること。ま

た、送信後には、到着したことを電話で上記３に確認すること。なお、メールの件名は、

「【参加辞退】Ｒ７共同調達支援業務委託_提出日_会社名」とすること。  
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（３）プロポーザル参加資格要件の審査 

①審査結果の通知 

プロポーザル参加資格確認申請書（様式第２－１又は２－２号）を提出した者について、

審査の結果、不適合と認められる者に対してはその旨を通知する。この通知を受けた者は、

このプロポーザルに参加することができない。 

②プロポーザル参加資格要件不適合の理由の説明要求 

プロポーザル参加資格要件不適合通知を受け取った者は、令和７年７月14日（月）までに上

記３の事務局の宛先にメールする方法により、説明を求めることができる。 

 

（４）仕様等に対する質問の受付 

①受付期間 

令和７年６月27日（金）から令和７年７月７日（月）まで（閉庁日を除く。）の午前９時か

ら午後５時まで。なお、最終日の令和７年７月７日（月）は正午まで。 

②方法 

「仕様書等に対する質問・回答書（様式第１号）」によりメールで送付すること。 

また、送信後には、到着したことを電話で上記３の事務局に確認すること。なお、メール

の件名は「【質問】Ｒ７共同調達支援業務委託_提出日_会社名」とすること。 

③送付先 

岡山県教育庁高校教育課教育情報化推進室 

Ｅｍａｉｌ：kyoikujoho@pref.okayama.lg.jp 

④回答 

メールにより回答する。また、岡山県教育庁高校教育課教育情報化推進室ホームページ

（https://www.pref.okayama.jp/soshiki/349/）に掲載する。 

⑤プロポーザル実施後、仕様書についての不知又は不明を理由として意義を申し立てること

はできない。 

 

６ 技術提案について 

（１）提案書等の提出 

プロポーザルに参加する者は、次の場所に提案書等を提出しなければならない。 

①提出期限 令和７年７月14日（月）正午（必着） 

②提出場所 上記３に同じ。 

③提出書類 

 下記書類をPDFファイルとしたものを１部。 

・令和７年度岡山県公立学校学習用端末共同調達支援業務委託の提案書について 

（様式第４号） 

・提案書（任意様式） 

詳細は提案内容説明書及び業務委託仕様書を確認すること。 

本業務の統括責任者、各業務の責任者、担当者を記載した体制図及び業務を遂行するた

めのスケジュールを作成すること。また、評価項目一覧の評価の観点に示す内容の主な

実績について、その内容や成果等がわかる資料を添付すること。 

・企業等の概要（任意様式） 

既存のパンフレットでも可。コンソーシアムの場合は、構成員ごとに提出すること。 

・見積書（任意様式でその内訳を記載） 

積算根拠が明確になるよう具体的に記載すること。 

本業務に係る人件費、交通費、通信運搬費、事務経費その他必要と見込まれる経費は全

て計上すること。 

 

 

 



 

4 

 

④提出方法  

上記６（１）③の提出書類をPDFファイルで、下記送付先の電子メールアドレスに送付する 

こと。（メール１通につき、10 MB以内として送付すること。） 

また、送信後には、到着したことを電話で上記３に確認すること。なお、メールの 

件名は「【提出】Ｒ７共同調達支援業務委託_提出日_会社名」とすること。 

⑤送付先 

岡山県教育庁高校教育課教育情報化推進室 

Ｅｍａｉｌ：kyoikujoho@pref.okayama.lg.jp 

 

（２）技術提案書の説明 

プロポーザルに参加する者は、次のとおりプレゼンテーションにより説明を行わなければ

ならない。 

①日時 

令和７年７月24日（木）午前 

②場所 

岡山県岡山市北区内山下２－４－６ 

岡山県庁西庁舎 ３階 教育委員室 

③技術提案の所要時間 

・プレゼンテーション     15分以内 

・質疑応答          10分程度 

④注意事項 

・開催日時、各参加者の開始時間及び提案の所要時間は後日通知する。 

・プレゼンテーション参加人数は、１提案者当たり３名までとする。（コンソーシアムにお

いても１コンソーシアム当たり３名までとする。） 

・プレゼンテーション参加に係る費用は、参加者負担とする。 

・審査の過程において、追加資料を求める場合がある。 

・審査会では、プロジェクターを使用してプレゼンテーションを行う。 

（プロジェクター、ＨＤＭＩケーブルは事務局において準備する。プレゼンテーション

で使用する端末は、参加者が持参すること。なお、接続端子はＨＤＭＩ端子である。） 

・プレゼンテーション参加者は、他の参加者のプレゼンテーションを傍聴できない。 

・指定する開始時間に遅れた場合は、評価対象としない。 

 

７ 優先交渉権者の選定 

（１）評価方法 

審査会に先立ち、実績に対する評価及び見積書の価格に対する評価について、事前評価

する。委員は、提案書及び提案者によるプレゼンテーションをもとに提案内容に対する評価

により、提案の評価（100点満点）を行い、集計する。集計結果を基に、全委員による協議

を行って優先交渉権者を選定し、優先交渉権者以外の者についても、順位付けを行う。当該

得点について、同点の提案者が複数となった場合は、委員の協議により順位を決定すること

とする。なお、各委員の評価に係る採点の平均点が60点に満たない場合は、評価の対象とな

らない。 

（２）観点 

別に示す「令和７年度岡山県公立学校学習用端末共同調達支援業務委託評価項目一覧」に

基づき評価する。 

（３）選定結果の通知及び公表 

選定結果は後日文書により通知する。なお、選定結果についての異議申し立てはできな

い。 
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８ その他 

（１）契約書の作成  要 

 

（２）契約 

優先交渉権者は、事務局と提出書類を基に契約条件を調整の上、契約を締結する。なお、

契約金額については、仕様書の内容を勘案して決定するため、参加者が提示する額とは必ず

しも一致するものではない。また、契約条件等が合致しない場合には、契約締結を行わない

ことがある。 

 

（３）契約保証金 

岡山県財務規則（昭和６１年岡山県規則第８号）第１５３号及び第１５５条の規程による。 

 

（４）失格事項 

次のいずれかに該当する場合は、失格とする。 

・技術提案書に虚偽の記載をした場合 

・審査の公平性に影響を与える行為があったと認められる場合 

・上記２の参加資格要件を満たしていないと判明した場合 


